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研究要旨  

 地方衛生研究所(地衛研)ウイルス検査担当者人材の確保及び育成に資する目的で、地衛研インフルエ

ンザウイルス検査担当部署のコンピテンシーリスト案を作成した。細菌小班で作成した赤痢菌のコンピ

テンシーリスト、及び研究班全体で検討中の微生物検査担当部署のコンピテンシーリスト案と併せ、地

衛研微生物担当部署人材育成の一指標として、On-the-Job Training や長期的人材確保への活用が期待

される。 

 

A. 研究目的 

 平成 28 年 4 月に改正された感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10

年法律第 114 号。以下「感染症法」）では、自治体

等が実施する病原体情報の収集に法的根拠が付

与され知事等の事務となった。感染症法に基づい

て感染症の患者の検体又は当該感染症の病原体

の検査を行う地方衛生研究所（地衛研）・保健所等

の施設では、内部精度管理・外部精度管理調査や、

検査員への研究計画作成等を通じて検査の質を

確保することが求められている。1)本研究では、

インフルエンザウイルス検査担当者の確保育成

を目的として、初年度にインフルエンザウイルス

検査の外部精度管理調査(External Quality 

Assurance:EQA)のフィードバック研修及び検査

室の外部調査を試行した。2) 今年度は、地衛研に

おけるインフルエンザウイルス検査担当部署の

コンピテンシーリスト案を作成した。 

 

B. 研究方法 

 米国の地方衛生研究所(State Public Health 

Laboratory)と疾病制御センター(Centers for 
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Disease Control:CDC)が作成したコンピテンシ

ーリスト 3)と、「検査施設における病原体等検査の

業務管理要領」1)、及び本研究初年度に実施した

「平成 30 年度ウイルス小班 実地調査及び研修」

や実地調査試行結果 2)も参考にして、インフルエ

ンザコア・サポート地衛研（他病原体のレファレ

ンスセンターに相当）と国立感染症研究所（感染

研）インフルエンザウイルス研究センター、同感

染症疫学センター、地全協感染症対策部会等のウ

イルス検査関係者が協力して、資料に付したコン

ピテンシーリストを作成した。 

 

C. 研究結果 

 地衛研インフルエンザウイルス検査担当者、検

査区分責任者、部門管理者が習得若しくは理解す

るべき事項として、９つのコンピテンシーと合計

50 個のサブコンピテンシーから成るリストを作

成し、案として資料 3のとおり提示した。 

 リスト作成の議論にあたり、専門性・習熟度レ

ベルの尺度に用いた「検査区分責任者」及び「部

門管理者」は、その任にあたる個人が全てを充足

することが望ましくはあるが、熟練した職員が職

場内に在籍する状態を維持することの重要性が

認識された。 

 

D. 考 察 

 地衛研ウイルス担当者にとってインフルエン

ザウイルスは、現状の感染症発生動向調査で感染

症法に基づく指定提出機関から病原体検索用の

検体が提出される唯一の病原体であるとともに、

新型インフルエンザや鳥インフルエンザのヒト

感染など健康危機対応の対象としても重要な位

置を占めている。さらに感染症流行予測調査に協

力する場合、抗体価測定技術も求められる。 

 さらに地衛研は、自治体等において地域住民の

健康を守る保健行政部署に必要な試験検査・調査

研究を担当しており、ウイルス検査部署の職員に

はウイルス学の基礎と的確な検査技術に加えて、

感染症発生動向調査のシステムや、検査結果のも

つ行政上の意味や影響に関する理解も求められ

る。感染症発生動向調査における病原体情報に加

えて、地域や全国の患者情報についても関心を持

つことや、地域の情報を一定の年数追跡している

職員が切れ目なく在籍していることが望まれる。 

 2009 年の新型インフルエンザ発生時に、地衛研

は、自治体において患者の診断及び退院の判断に

用いる陰性確認用のリアルタイム RT-PCR 検査を

実施する部署としてマスメディアに取り上げら

れた。2020 年 5月現在パンデミックとなっている

新型コロナウイルス感染症対応においても、地衛

研には 2020 年 5 月現在ウイルス遺伝子検査の確

実な実施が求められている。歴史を振り返っても

パンデミックがいつ起こるか予測することは困

難と考えられるので、検査部署の人材を切れ目な

く確保する必要性が再認識された。 

 

E. 結 論 

 2 年間の本研究期間内に、細菌小班では赤痢菌
4)、ウイルス小班では当インフルエンザウイルス

検査部署を対象とするコンピテンシーリストを

作成した。総合研究報告書に付した人材育成に関

する提言には、上記に加えて、微生物（ウイルス・

細菌）検査部署のコンピテンシーリスト案を提示

している。これらのコンピテンシーリストには検

査担当部署の職員が獲得すべき技能・知識を具体

的に羅列したので、適切な人材のリクルートなど

長期的人事を見据えた人材の確保育成への活用

が期待される。 

 

F. 研究発表 

1）論文発表 

 なし 

2）学会発表 

 なし 
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資料 3 地衛研インフルエンザ検査のコンピ

テンシーリスト（案） 

 


